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農林水産省　大臣官房政策課　課長補佐　岡本　浩一

〇はじめに
令和２年３月31日、新たな食料・農業・農村基

本計画（以下「基本計画」という）が閣議決定され

ました。基本計画は、食料・農業・農村基本法（平

成11年７月制定）に基づき、おおむね５年ごとに

見直す、中長期的な農政の指針で、今回で５回目の

基本計画になります。

〇基本計画のポイント
新たな基本計画のポイントは、以下の５点となります。

①�農業の成長産業化に向けた農政改革を引き続き推進

②�中小・家族経営など多様な経営体の生産基盤の強

化を通じた農業経営の底上げ

③�農林水産物・食品の輸出を令和12年までに５兆

円とする目標を設定

④�関係府省などと連携し、農村振興施策を総動員し

た「地域政策の総合化」

⑤�食と農に関する新たな国民運動の展開を通じた国

民的合意の形成

これらに向けた取組の効果が高まるように、関係

府省や地方公共団体などと連携し、生産基盤の強化

と多面的機能の発揮を図っていきます。

〇基本計画の内容
第１　�食料、農業及び農村に関する施策に

ついての基本的な方針
農業の成長産業化を促進する「産業政策」と、農

業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を促進す

る「地域政策」を車の両輪として推進し、食料自給

率の向上と食料安全保障の確立を図ります（図１）。

新たな食料・農業・農村
基本計画について

～我が国の食と活力ある農業・
農村を次の世代につなぐために～

食料・農業・農村をめぐる情勢

消費者や実需者のニーズに即した施策
食料安全保障の確立と農業・農村の重要性についての国民的合意の形成
農業の持続性確保に向けた人材の育成・確保と生産基盤の強化に向けた

施策の展開
 スマート農業の加速化と農業のデジタルトランスフォーメーションの推進
地域政策の総合化と多面的機能の維持・発揮
災害や家畜疾病等、気候変動といった農業の持続性を脅かす

リスクへの対応強化
農業・農村の所得の増大に向けた施策の推進
 SDGsを契機とした持続可能な取組を後押しする施策

「産業政策」と「地域政策」を車の両輪として推進し、
将来にわたって国民生活に不可欠な食料を安定的に供給し、
食料自給率の向上と食料安全保障を確立

基本的な方針

施策推進の基本的な視点

国内外の環境変化

生産基盤の脆弱化

農業就業者数や農地面積の大幅な減少

①国内市場の縮小と海外市場の拡大
・人口減少、消費者ニーズの多様化

②TPP11、日米貿易協定等の新たな国際環境
③頻発する大規模自然災害、新たな感染症
④CSF(豚熱)の発生・ASF(アフリカ豚熱)への対応

農政改革の着実な進展
・農林水産物・食品輸出額
4,497億円(2012) → 9,121億円(2019)

・生産農業所得
2.8兆円(2014) → 3.5兆円(2018)

・若者の新規就農
18,800人/年(09～13平均）→ 21,400人/年(14～18平均)

図１　食料・農業・農村をめぐる情勢及び基本的な方針
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第２　食料自給率の目標
令和12年度における食料自給率の目標を、食料

安全保障上の基礎的な指標となる供給熱量ベースで

45％、生産額ベースでは75％と設定しました。また、

飼料が国産か輸入かにかかわらず、畜産業の活動を

適切に反映し、国内生産の状況を評価する指標とし

て、食料国産率の目標を新たに設定しました（図２）。

我が国の食料の潜在生産能力を表す食料自給力指

標については、農地面積に加え、農業労働力・農業

技術も考慮した指標を提示し、令和12年度の見通

しも提示しました（図３）。

なお、農地面積については、439万7000ヘクタ

ール（令和元年）から414万ヘクタール（令和12

年）に、農業労働力（農業就業者数）については、

208万人（平成27年）から140万人（令和12年）

になると見通しています。

・国産飼料のみで生産可能な部分を厳密に評価できる。
・国産飼料の生産努力が反映される。

現在の食料自給率目標（飼料自給率を反映） 食料国産率目標【新規】（飼料自給率を反映しない）

・需要に応じて増頭・増産を図る畜産農家の努力が反映される。
・日ごろ、国産畜産物を購入する消費者の実感と合う。

我が国の食料安全保障の状況を評価 飼料が国産か輸入かにかかわらず、
畜産業の活動を反映し、国内生産の状況を評価

「食料国産率」 と 「飼料自給率」の双方の向上を図りながら、「飼料自給率を反映した食料自給率」の向上を図る

飼料も含めて
本当に自給できるのが
どれだけかわかるよ。

日本の畜産業の力が
わかるよ。

牛肉の食料国産率
43％（カロリーベース）
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図２　食料国産率について

国内生産＋輸入による
現在の食生活

国内生産のみによる
米・小麦中心の作付け

国内生産のみによる
いも類中心の作付け

お腹はいっぱいになるけど、
いもばかりは厳しいな・・・

ご飯やパンが食べられても、
これじゃ足りないや・・・

国産品も輸入品も、色々な
食品が食べられるよ！
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図３　令和12年度における食料自給力指標の見通し
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第３　�「食料、農業及び農村に関し総合的
かつ計画的に講ずべき施策」

（食料の安定供給の確保）

消費者や実需者ニーズの多様化・高度化への対応

を進めつつ、関係者の連携・協働による新たな価値

の創出を推進します。また、政府一体となった輸出

促進や日本食・食文化の海外普及や食産業等の海外

展開等の取組を推進し、農林水産物・食品の輸出額

を令和12（2030）年までに５兆円とすることを

目指します。

食品の安全確保と食品に対する消費者の信頼確

保、食生活・食習慣の変化等を踏まえた食育や消費

者と生産者の関係強化を進めます。また、食料供給

に係るリスクを見据えた総合的な食料安全保障を確

立します。

（農業の持続的な発展）

経営感覚を持った人材が活躍できるよう、経営規

模や家族・法人など経営形態の別にかかわらず、担

い手の育成・確保を進めるとともに、担い手への農

地の集積・集約化、農業生産基盤の整備の効果的な

実施、需要構造等の変化に対応した生産供給体制の

構築とそのための生産基盤の強化、スマート農業の

普及・定着等による生産・流通現場の技術革新、気

候変動への対応などの環境対策等を総合的に推進し

ます。また、中小・家族経営など多様な経営体によ

る地域の下支えを図るとともに、生産現場における

人手不足等の問題に対応するため、ドローン等を使

った作業代行やシェアリングなど新たな農業支援サ

ービスの定着を促進します。

甘味資源作物については、価格調整制度による国

内生産の安定を図るとともに、砂糖に関する知識の

普及や食文化の発信等により砂糖の需要拡大を図り

ます。

（農村の振興）

農村を維持し、次の世代に継承していくため、（１）

生産基盤の強化による収益力の向上等を図り農業を

活性化することや、農村の多様な地域資源と他分野

との組合せによって新たな価値を創出し所得と雇用

機会を確保すること、（２）中山間地域をはじめと

した農村に人が住み続けるための条件を整備するこ

と、（３）農村への国民の関心を高め、農村を広域

的に支える新たな動きや活力を生み出していくこ

と、といった「三つの柱」に沿って、農林水産省が

中心となって関係府省、都道府県・市町村、民間事

業者と連携し、農村振興施策を総動員して、現場ニ

ーズの把握や課題解決を地域に寄り添って総合的に

推進します。

（東日本大震災からの復旧・復興と大規模自然災害

への対応）

東日本大震災については、地震・津波災害及び原

子力災害からの復旧・復興を進めます。

大規模自然災害への備えとして、災害に備える農

業経営の取組の全国展開、異常気象などのリスクを

軽減する技術の確立・普及、農業・農村の強
きょう

靱
じん

化

に向けた防災・減災対策、初動対応をはじめとした

災害対応体制の強化、不測時における食料安定供給

のための備えの強化に取り組みます。また、被災地

の早期の復旧を支援します。

（団体）

農業協同組合系統組織、農業委員会系統組織、農

業共済団体、土地改良区について、その機能や役割

を効果的かつ効率的に発揮できるようにします。

（食と農に関する国民運動の展開等を通じた国民的

合意の形成）

食育や地産地消などについて、消費者、食品関連

事業者、農協などを含め官民が協働し、食と農との
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つながりの深化に着目した新たな国民運動を展開し

ます。

こうした取組を通じて、食と環境を支える農業・

農村への国民の皆様の理解を醸成し、農は「国の基

（もとい）」との認識を国民全体で共有し、食料自給

率の向上と食料安全保障の確立を図っていきます。

（新型コロナウイルス感染症をはじめとする新たな

感染症への対応）

内需・外需の喚起、農業労働力の確保、国産原料

への切り替えなどの中食・外食・加工業者対策など

を機動的に講じます。

〇おわりに
今後、基本計画に基づく施策を着実に推進してい

くために、関係者の皆さまのご理解、ご協力をお

願いします。（基本計画の詳細については、農林水

産省のホームページ〈https://www.maff.go.jp/j/

keikaku/k_aratana/index.html〉をご覧くださ

い。）

岡本　浩一（おかもと　こういち）

【略歴】

平成12年農林水産省入省。

食料安全保障課（食料自給率担当）、在タイ日本国

大使館（一等書記官）、貿易業務課（麦の輸入制度

等の企画）等を経て、29年から大臣官房政策課計

画グループにて、TPPや日米貿易協定等の影響試

算、食料・農業・農村基本計画の策定等を担当。


